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1142 1142010 検査の規制緩
和

検査委員の資格を緩和して認める
お米、麦などの自前検査、人件費の削
減、色々な検査におけるトラブル

滋賀
県

 高尾俊
壱
(50010),
山根平
(50010),
脇英世
(50010)

お米の検査
自由化計画

最近、農業を取り巻く環境も国際化して、農
業経営も厳しくなります、お米の検査するた
めの手間ひまがかかり、今年より検査も民営
化しており,検査料も高くなつておりグループ
で自分達のお米を検査したいと思い、経費
節約と検査機構の簡素化めざし、提案するこ
とにしました、

1237 1237010 スリム下水道事
業

　国土交通省の補助事業は、下水道法によって接続を
義務付けられるというメリットはあるものの、都市型の
下水道事業となるために５万人以下の地方自治体に
は、過大計画となる場合が多い。
　現在では、農林水産省が集落排水事業として、下水
道事業を実施しているため、その法的運用を組み合せ
ると財政負担を軽減する下水道事業を具体化できる。
　具体的要望内容
　①国土交通省の補助事業として下水道
      法で実施する。
　②処理水質はＢＯＤ20mg/lとする。
　③汚泥は一般廃棄物として取扱う。
　④水質分析の項目や頻度は、浄化槽と
      同様とする。

　国土交通省の下水道事業は、大都市を
中心に進められている補助事業であるため
に、重金属を排出する事業所が含まれてい
ることが前提に法的運用が行なわれてい
る。しかし、山間部や農村部などの地方自
治体では、特殊事業所が含まれている場合
が少なく、重金属の混入されない汚水を浄
化する場合が多い。従って、下水道法に
よって規制されているいくつかの内容を、そ
れぞれの地域にあったものとして運用する
ことも必要で、特に農林水産省の補助事業
として具体化した区域については浄化槽法
や建築基準法で運用が行なわれ、維持管
理費が安価にできるようになっているため、
国土交通省の下水道事業もそれに合わせ
た維持管理を行うことが財政的にも必要な
時代となっている。
①処理水質はＢＯＤ15mg/lの指導に対して
   ＢＯＤ20mg/lで運用
②汚泥は重金属の混入がないために産業
   廃棄物を一般廃棄物として運用すること
とし、肥料として活用する。
③水質分析の項目や頻度は重金属の混入
   がないために浄化槽や集落排水処理施
   設と同様の取扱いとする。
この３点が特区として認められると年間維
持管理費を大幅に減額することができる。

東京
都

土壌浄化
法事業推
進連合会

スリム下水
道事業

　国土交通省の補助事業として実施する終
末処理場は、農林水産省の終末処理場の運
転管理と比べると法的運用によって維持管
理の負担が増加しているため、今回特区とし
て規制改革の申請を行なっている。
　スリム下水道事業は、これから下水道を国
土交通省の事業として実施する場合に、財
政的負担を軽減するために、下記の要望内
容を組み合せた下水道事業のことを指して
いる。
　要望内容
　　①処理水質はＢＯＤ20mg/l
　　②汚泥は一般廃棄物として取扱う
　　③水質分析項目や頻度は浄化槽と同様
とする。

1238 1238010
ソイルエネル
ギーからむし特
区

　人糞は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」や「肥
料取締法」などにより、昔のように栽培区域に散布でき
ないような指導が行なわれている。
　しかし、人糞を有効な資源としてとらえたところや、し
尿処理場の整備が進んでいない山間地では、昔なが
らに下肥えを肥料として利用しているところもある。ま
た、土壌の持っている浄化力や分解力は「穴を掘って
ごみを埋めておくと、いつのまにか分解している」という
自然現象に見られるように、古来から知られている事
実である。
　このような土壌の持つ自然の力を評価することとあわ
せて、昭和村では、からむしという植物を生育させるた
めには、人糞の施肥が不可欠で、古来からの伝統産
業を高品質に維持するためには、人糞を有効な資源と
みなすことが必要で、規制について特例として除外して
ほしい。
（法的運用）
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律
・肥料取締法
・建築基準法
・浄化槽法

①小野川地区２００人を対象に二つの地区
　　に分ける。
②それぞれの地区の水洗トイレ原水と雑排
　　水を配管にてからむし栽培区域まで収
　　集する。
③からむし栽培区域に一次処理装置として
　　沈殿分離槽を設置する。
④１地区の汚水量２７m3／日について
　　５４０ｍのトレンチが必要でトレンチを
　　からむし栽培区域に設置する。
⑤トレンチとトレンチのうね間にからむしを
　　植栽する。
⑥沈殿分離槽に堆積した汚泥は、１年間に
　　１回春焼畑された後に、からむし栽培区
　　域にまんべんなく散布する。

福島
県

福島県昭
和村

ソイルエネ
ルギーから
むし特区

　昭和村は、昔から本州唯一のからむしの
生産地として知られている。高品質のからむ
しを栽培するには、人糞が必要となる。小野
川地区200人の集落を対象に、住宅から排
出される水洗トイレの原水と雑排水を配管に
てからむし栽培区域に収集し、一次処理とし
て沈殿分離槽を設置し、上澄液をニイミトレ
ンチにて、からむしへの液肥として供給す
る。沈殿分離槽に堆積した汚泥は、春焼畑
の後に、からむし栽培区域にまんべんなく散
布する。このように人間が排出した汚泥や人
糞を肥料として施肥することができると、から
むしの繊維を昔のように高品質なものとして
確保することができる。
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1048 1048010

馬鈴薯種苗原
原種の扱いにお
いてﾊｳｽﾁｭｰ
ﾊﾞｰをﾏｲｸﾛﾁｭｰ
ﾊﾞｰと同等とす
る特例

馬鈴薯の種苗において、組織培養由来の種苗としては
「ﾏｲｸﾛﾁｭｰﾊﾞｰ」が原原種として認められており、種苗
の増殖に関する規定が存在する。組織培養苗から生
産される「ﾊｳｽﾁｭｰﾊﾞｰ」は適切な管理を行えば種苗と
して適当であると考えられることより、この規定を緩和
し「ﾊｳｽﾁｭｰﾊﾞｰ」を「ﾏｲｸﾛﾁｭｰﾊﾞｰ｣と同等の扱いとす
る。

「ﾊｳｽﾁｭｰﾊﾞｰ｣を原原種として大量に生産
することにより、既存の増殖ｼｽﾃﾑと比べて
新品種の普及スピードを早くすることが可
能であり、実需者の望む品種をタイムリー
に供給する。また、増殖世代数の短縮によ
り種苗の品質の向上を目指したい。

「ﾊｳｽﾁｭｰﾊﾞｰ｣は種苗としての規定その
ものがないため、そこから生産された種
苗は正規の種子とならない。
「ﾊｳｽﾁｭｰﾊﾞｰ｣が 「ﾏｲｸﾛﾁｭｰﾊﾞｰ｣と同等
の扱いとならなければ「ﾊｳｽﾁｭｰﾊﾞｰ｣を
原原種とした種子生産事業はできない。

北海
道

カルビー
ポテト株
式会社

ハウス
チューバー
技術を用い
た馬鈴しょ
種苗生産特
区

馬鈴しょは栄養繁殖作物という特性から植
物防疫法等に定められる種子増殖体制が取
られている。現状の体制は基本種並びに原
原種生産数量が少ないため多数世代を要
し、有望な新品種に対する実需者、市場の
変化に対し迅速な数量調達ができにくい。ま
た同様の理由により、増殖途中で病気等に
感染する危険性が高まる。これに対し組織
培養苗を隔離温室で増殖した10g前後の「ハ
ウスチューバー」であれば上記諸問題をクリ
アすることができるが、日本では種苗として
認められていない。カルビーポテトでは05年
度より北海道に「ハウスチューバー技術を用
いた馬鈴しょ種苗生産特区」を設置し、実需
者の要望に応えられる種苗生産を目指した
い。

1085 1085010
家畜排せつ物を
利用した昆虫飼
育事業

家畜排せつ物管理基準の適用除外
過疎化の進んだ地区で荒廃寸前の農地を
利用し、堆肥を野積みすることにより、カブ
ト虫の飼育が可能になる。

過去において大阪の幼稚園へカブト虫の
幼虫を送ったり近くの幼稚園児を招き、カ
ブト虫狩りをして大変喜ばれました。今後
も活動を続けたい。

香川
県

カブト虫
ボランティ
アクラブ

カブト虫ボラ
ンティア特区

中山間地において家畜堆肥を利用し、カブト
虫育て、近隣又は都会の子供たちとカブト虫
の幼虫やさなぎを実際に見て成長する様子
を体験できる場所を作りたい。又カブト虫が
育った後の堆肥を利用して野菜を作ったりし
て中山間地に住む高齢者と子供たちの交流
する場所を提供することを目的とする。

1150 1150020

家畜排泄物を再
生可能エネル
ギーとして利用
する場合におけ
る家畜排泄物管
理基準の適用
除外とする。

本法律は、環境を考慮した畜産業の育成のため、家畜
排泄物の適正な処理・保管、堆肥としての有効利用の
促進を定めたものであるが、家畜排泄物を再生可能エ
ネルギーとして位置づけ、電気や熱として利用する場
合は適用除外とする。

畜産業を主体とした地区に対し,畜産排泄
物を利用したバイオマスシステムを導入し、
メタンガスを取り出しガス発電機により電気
や熱供給を行う。畜産排泄物いう地域資源
を活用することにより、自立した地域のエネ
ルギー供給体制が構築でき、新しいモデル
ケースとして社会的効果が高まり、地域の
活性化及び地域振興へとつながる。

平成１４年１２月２７日に閣議決定され
た、｢バイオマス・ニッポン｣総合戦略にお
いて、①地球温暖化防止②循環型社会
の形成③競争力のある新たな戦略的産
業の育成④農林漁業,農村漁村の活性
化に向けて、畜産廃棄物だけでなく木質
など含めエネルギーや製品として総合的
に最大限活用することを強く求めてい
る。　　このことから、本法律で家畜排泄
物を再生可能エネルギーとして位置付け
ると同時に、電気や熱として活用する場
合は適用除外とする。

北海
道

①北海道
稚内市
②稚内新
エネル
ギー開発
株式会社
【仮称】
③民間企
業等

稚内てっぺ
んプロジェク
ト

平成17年4月設立予定の会社により平成18
年10月までに、稚内市の特定区域で仮称稚
内新エネルギー開発株式会社が、稚内市に
腑在するバイオマスエネルギーと風力エネ
ルギー及び将来、来るであろう天然ガスを利
用し、地域再生の一環とした目的として
①.地産地消とした自立エネルギー供給体制
の確立。
②.地域資源を最大限に活用し、地域経済の
活性化地域振興につなげる。
③.規制緩和による新たな産業の創出、地域
経済への活性化につなげる。
④.新エネルギーを利用する事による地球温
暖化防止への貢献。
特区申請を利用･推進して地元企業群により
設立されたＰＰＳにより、新エネルギーをベー
スとした電力・熱エネルギー施設の建設並び
に生産・供給・管理を行う。
下記を実現する。
①地域における安定的・効率的エネルギー
供給体制の確立。
②環境に配慮したエネルギー活用方策の確
立。
③産業の高付加価値化あるいは新たな産業
の育成。
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1280 1280010

中央競馬と地方
公営競馬におけ
る勝馬投票券の
相互発売を可能
とする

中央競馬と地方公営競馬における勝馬投票券の相互
発売を可能とする

笠松競馬で行われるJRA所属場のみの
レースの勝馬投票券は、該当日の全レース
を岐阜県地方競馬組合及びJRAの双方で
発売できるようにする。

岐阜
県

梅林敏
彦、今井
田和也、
大西孝
子、笠松
愛馬会

笠松・JRA連
携特区構想

　近年、中央競馬・地方競馬ともに売上減に
苦しんでいますが、これを解決するための一
案として、岐阜県笠松競馬場に岐阜県地方
競馬組合とJRA(日本中央競馬会）との連携
による「笠松・JRA連携特区」構想を提案しま
す。概要は、①笠松競馬開催日に、通常の
10レースに加え、JRA所属馬のみによるレー
スを2競争実施する。②この2レースの主催
者は岐阜県地方競馬組合とする。③この2
レースの賞金等はJRAが負担する。④勝馬
投票券は、全日分のレースを岐阜県競馬組
合及びJRAの双方で発売できるものとする
（JRAにとっては除外馬対策にもなり、両者
にとって有効なものとなるはずです。）

1280 1280020

中央競馬所属
馬のみ出走でき
る競走を地方競
馬場において実
施する

中央競馬所属馬のみ出走できる競走を地方競馬場に
おいて実施する

笠松競馬開催日に通常の10レースに加え、
JRA所属場のみによるレースを2レース実
施する。このレースの賞金等はJRAの負担
とする。

岐阜
県

梅林敏
彦、今井
田和也、
大西孝
子、笠松
愛馬会

笠松・JRA連
携特区構想

　近年、中央競馬・地方競馬ともに売上減に
苦しんでいますが、これを解決するための一
案として、岐阜県笠松競馬場に岐阜県地方
競馬組合とJRA(日本中央競馬会）との連携
による「笠松・JRA連携特区」構想を提案しま
す。概要は、①笠松競馬開催日に、通常の
10レースに加え、JRA所属馬のみによるレー
スを2競争実施する。②この2レースの主催
者は岐阜県地方競馬組合とする。③この2
レースの賞金等はJRAが負担する。④勝馬
投票券は、全日分のレースを岐阜県競馬組
合及びJRAの双方で発売できるものとする
（JRAにとっては除外馬対策にもなり、両者
にとって有効なものとなるはずです。）

1179 1179010

「青年等の就農
促進のための
資金の貸付け
等に関する特別
措置法」第５条
における青年農
業者等育成セン
ターの公益法人
以外への指定

「青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関す
る特別措置法」第５条における青年農業者等育成セン
ターの公益法人への指定の規制を緩和し、農業会議
へも指定できるようにする。

就農相談窓口を農業会議に一本化して、新
規就農相談・就農支援資金の貸付・農業法
人等への無料職業紹介事業・その他青年
農業者等の育成を図るために必要な業務
を全て農業会議において行い、新規就農相
談者の利便性の向上と、新規就農支援体
制の効率化を図る。

「青年等の就農促進のための資金の貸
付け等に関する特別措置法」第５条では
就農支援資金を貸し付ける等の業務を
行う青年農業者等育成センターは、民法
第３４条の法人にのみ指定が限定されて
いる。

愛知
県

愛知県農
業会議

新規就農相
談窓口の整
備構想

　「青年等の就農促進のための資金の貸付
け等に関する特別措置法」第５条の規制の
特例措置として、公益法人ではない農業会
議も青年農業者等育成センターとして指定で
きるようにし、就農相談・就農支援資金の貸
付・農業法人等への無料職業紹介事業・そ
の他青年農業者等の育成を図るために必要
な業務を、人と農地に関する指導ノウハウを
持つ農業会議に全て完結し、新規就農相談
者の利便性の向上と、就農支援体制の効率
化を図る。
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1188 1188010

「青年等の就農
促進のための
資金の貸付け
等に関する特別
措置法」第５条
における青年農
業者等育成セン
ターの公益法人
以外への指定

「青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関す
る特別措置法」第５条における青年農業者等育成セン
ターの公益法人への指定の規制を緩和し、農業会議
へも指定できるようにする。

愛知県農業会議では昭和６０年代から新規
参入者の受入相談事業に積極的に取組
み、県内の中山間地に１５名以上が新規参
入し定着するなど就農相談のノウハウを蓄
積している。就農相談窓口を農業会議に一
元化して、新規就農相談・就農支援資金の
貸付・農業法人等への無料職業紹介事業・
その他青年農業者等の育成を図るために
必要な業務を全て農業会議において行い、
新規就農相談者の利便性の向上と、新規
就農支援体制の効率化を図る。

「青年等の就農促進のための資金の貸
付け等に関する特別措置法」第５条では
就農支援資金を貸し付ける等の業務を
行う青年農業者等育成センターは、民法
第３４条の法人にのみ指定が限定されて
いる。

愛知
県

愛知県
新規就農相
談窓口の一
元化構想

　「青年等の就農促進のための資金の貸付
け等に関する特別措置法」第５条の規制の
特例措置として、愛知県農業会議を青年農
業者等育成センターとして指定することに
よって、就農相談・就農支援資金の貸付・農
業法人等への無料職業紹介事業・その他青
年農業者等の育成を図るために必要な業務
を、人と農地に関する指導ノウハウを持つ農
業会議に全て完結し、新規就農相談者の利
便性の向上と、就農支援体制の効率化を図
る。

1010 1010020

農地法では農
業法人の要件と
して農業及び農
業関連事業の
売上が過半であ
る事としていま
す。

堆肥減量としての廃棄物(動植物性残渣のみ)の処分
料も農業関連事業として認めてください｡

堆肥化可能な動植物性残渣のみの廃棄物
を堆肥化処分することで農業者は自ら安全
安価な堆肥と安定した収入を確保する事が
出来ます。この収入を農業に再投資し自主
自立の農業を営む事が出来ます。また新し
い社会的責任を果たす事で農業を希望す
る農業後継者を確保する事が出来ると考え
ます。

消費者の求める減農薬減化学肥料農業
に移行するためには安全安心な良質の
堆肥が必要です｡農業からも多量の廃棄
物が出ておりこの農業系廃棄物と食品
事業者から輩出される良質な動植物性
残渣を混合し農業者が安心して使える堆
肥を自ら生産する必要があると考えま
す｡この事業を農業者が実施する事で安
全が担保されるのではないでしょうか｡地
域環境を守り動植物豊かな環境を守る
のに適しているのはそこに住む農業者で
す｡そして安全な堆肥で生産された農産
物が消費者に支持され地域農業が再生
されたとき地域農業コミュニティーは維持
され地域社会も農地も維持されていくと
考えます。

愛媛
県

ＮＰＯ法
人ＴＩＥＳ２
１えひめ、
(有)フォレ
ストファー
ム

動植物性残
渣と畜糞堆
肥を利用し
た地域資源
を活用する
農中心の地
域環境を保
全・活用する
地域農村活
性化特区

地域農業からでる様々な農業系廃棄物と地
域社会・食品事業者などからでる動植物性
残渣を混合し堆肥化などの方法により肥料
などに資源化し環境保全型農業に移行する
事により消費者に選ばれる減農薬・減化学
肥料農産物を生産し地産地消による地域農
業の活性化を実現する。農業が動植物性残
渣を資源化する新しい社会的責任を果たし、
直売所などを通じ農産物を地産地消で提供
しながら市民農園などを運営し都市住民との
交流を図ることにより消費者ニーズを把握
し、精神的交流を通じて地域農業社会の活
性化を実現し地域農業コミュニティー社会を
維持し農地の保全を図ることを目的とする｡



 10 農林水産省

構想(プロ
ジェクト)
管理番号

規制特例提
案事項管理
番号

規制の特例事
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府県
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構想(プロ
ジェクト)
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提案概要

1022 1022010
農業生産法人
の事業範囲の
拡大

農業従事者（①現行農業者、②新規農業参入者、③外
国人研修生）への教育等を、農業生産法人が行うこと
ができる農業関連事業に追加する。

①現行の農業従事者に対して、農業生産
法人による大規模かつ高度の農業技術研
修を行い、国内の農業レベルの向上を図
る。
②新規農業参入者が農業従事者として一
本立ちできるための、農業教育及び経営支
援活動を行う。
③来日中の外国人農業研修生に対して短
期集中型の大規模かつ高度の農業技術移
転を行う。

これまでも研修制度は存在したが、これ
らの研修等を実際に大規模・高度化され
た技術を現に利用して生産活動を行って
いる農業生産法人で行うことによって、よ
り実践的で高度な研修及び教育を行うこ
とが可能となり、これらの技術を農業従
事者に効果的に移転することができると
考える。

埼玉
県

株式会社
アグリ熊
谷城
マロン行
政事務所
田口弘嗣

国際農業教
育総合セン
ター

①現行の農業従事者に対して、農業生産法
人による大規模かつ高度の農業技術研修を
行い、国内の農業レベルの向上を図る。
②新規農業参入者が農業従事者として一本
立ちできるための、農業教育及び経営支援
活動を行う。
③来日中の外国人農業研修生に対して短期
集中型の大規模かつ高度の農業技術移転
を行う。
④日本国内の農業関係の大学教授による特
別講義を年２回開催し、国内の農業関係者
の知識の向上を図る。
⑤世界各国の農業関係の大学教授を招聘し
て農業関係の国際会議を開催する。

1022 1022020
農業生産法人
の事業範囲の
拡大

日本及び世界の農業技術レベルの向上のための、農
業関連講義及び国際会議の開催を、農業生産法人が
行うことができる農業関連事業に追加する。

①日本国内の農業関係の大学教授による
特別講義を年２回開催し、国内の農業関係
者の知識の向上を図る。
②世界各国の農業関係の大学教授を招聘
して農業関係の国際会議を開催する。

生産の大規模化・効率化を実行している
農業生産法人が講義や会議を主催する
ことによって、実生産により効果的な農
業理論を展開してもらうことができると考
える。

埼玉
県

株式会社
アグリ熊
谷城
マロン行
政事務所
田口弘嗣

国際農業教
育総合セン
ター

①現行の農業従事者に対して、農業生産法
人による大規模かつ高度の農業技術研修を
行い、国内の農業レベルの向上を図る。
②新規農業参入者が農業従事者として一本
立ちできるための、農業教育及び経営支援
活動を行う。
③来日中の外国人農業研修生に対して短期
集中型の大規模かつ高度の農業技術移転
を行う。
④日本国内の農業関係の大学教授による特
別講義を年２回開催し、国内の農業関係者
の知識の向上を図る。
⑤世界各国の農業関係の大学教授を招聘し
て農業関係の国際会議を開催する。
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1027 1027010 コウノトリ特区

　豊岡市は、コウノトリと共生してきたまちである。豊岡盆地は、周囲を囲む
里山から流れ出る豊富な水と肥沃な堆積土によって広い湿地帯が形成され
ているが、長い歴史の中で人々によって豊かな水田地帯につくられてきた。
コウノトリはこのような田園の中で農家の人々と共に暮らし、全国各地から
姿を消した後も、唯一豊岡盆地で生息してきた。当地方の特徴的な水田(湿
田)が、コウノトリに最良な生息環境を提供していたからである。
  昭和46年、その後の生息環境の悪化によって、ついに日本の空から消え
たコウノトリは、今また、人々の努力によってよみがえろうとしている。人工
飼育で仲間を増やしたコウノトリが、平成17年秋からかつての水田に舞い戻
ろうとしているのである。
　しかし、現在の水田は、圃場整備によって乾田化され、水系はことごとく分
断されたことで水田生物が激減してしまった。そればかりか、長く続いた水
稲生産調整政策の結果として耕作放棄水田が方々に出現しており、農地の
存続自体が危ぶまれているのである。これを放置すれば、水田はコウノトリ
の生息地(餌場)にならないのみならず、良好な農地を将来にわたって維持
することも極めて困難といわざるを得ない。しかも、農業を取り巻く状況は近
年ますます厳しさを増し、専業農家の減少と併せ、農業後継者がほとんど皆
無であるのが実情である。
  本市では、平成15年度からコウノトリと共生する水田づくりを推進してお
り、意欲的な農家によって１ha以上に団地化された水田のビオトープ化(自
然再生)を行っているが、平成16年度現在の面積は、豊岡盆地内全水田の
うち、わずか12ha（6ヵ所）でしかなく、到底コウノトリの生息環境にはなり得
ない状況である。専業農家が減少していることと、さりとて兼業農家では質
の高い農業に取り組む余裕がなく、時間も限られていることが大きな要因で
ある。
　一方で、市民、国民によるコウノトリ野生復帰への関心は高く、農業への
関わりや生きものとの触れ合いを求め、また、自然環境の保全に意欲を持
つ人々が増加している。
そこで、本市の特徴的な自然環境を基盤とした「コウノトリと共生する水田づ
くり」をより積極的に進めるため、農業に従事できる対象者を農家、農業生
産法人の他にも門戸を開くことで農業従事者の増加を図る必要がある。
　これらを踏まえた上で、次の二つの構想を提案する。
（１）新たに農業に従事する者の制限の一部撤廃
（２）学校が実施する環境創造型稲作

■その１ ＜新たに農業に従事する者の制限の一部
撤廃＞
　コウノトリ野生復帰の舞台となる豊岡盆地におい
て、環境創造型農業もしくは水田のビオトープ化を行
う次の者は、農家あるいは農業生産法人でなくても、
農地の所有権、使用貸借による権利、賃借権が取得
できることとする。
対象者　地縁団体（地方自治法第260条の２）及びＮＰ
Ｏ法人（特定非営利活動促進法第２条）

■その２ ＜学校が実施する環境創造型稲作＞
　市内の小学校の中には「学校田」を設けている学校
があり、児童の環境教育の場として効果を上げてい
る。学校田は、水稲生産調整田を所有農家の理解と
厚意によって使用させていただいているものである。
　ところが、現法では学校田であっても稲を作る行為
は稲作農業であると看做され、生産調整には該当し
ない扱いになっている。これでは、せっかくの農家の
厚意が活かされないことになりがちである。確かに、
学校田は米を収穫するという要素もあるが、あくまで
児童への教育活動の一環であって、生産が主目的で
はない。　とりわけ、児童に農の営みを体験させること
は、稲を育て食べる喜び、自然への畏敬と感謝など
日本の文化の基礎を学ばすことであり、食と命という
生きるうえでの根源的な教育である。加えて、農業後
継者が不足する今日において、子どもの頃から農に
親しみ、魅力に接することは、将来への後継者育成
にもつながっていくのではないかと期待される。学校
田もコウノトリと共生する地域づくりのひとつと位置づ
けられるので、学校が児童への教育活動の一環とし
て実施する田んぼづくりは、いわゆる『生産』を目的と
する水田ではなく、調整水田に位置づけるべきであ
る。

兵庫
県

豊岡市
コウノトリ特
区

　コウノトリと共生してきたまち豊岡。一度は
自然界から姿を消したコウノトリを再び大空
に戻す計画を進めている。この一環として、
本市の特徴的な自然環境を基盤とした「コウ
ノトリと共生する水田づくり」を積極的に進め
るため、次の２点を提案する。①『新たに農
業に従事する者の制限の一部撤廃』コウノト
リ野生復帰の舞台となる豊岡盆地において、
環境創造型農業または水田ビオトープ化を
行う地縁団体やNPO法人は、農家・農業生
産法人でなくても、農地法によって制限され
る農地の所有権、使用貸借による権利、賃
借権が取得できることとする。②『学校が行う
環境創造型稲作』学校が農家の厚意により
借上げて使用する田を生産調整田として位
置づけられたい。

1080 1080010

特定法人貸付
事業における農
地法の賃貸借
の解除要件の
緩和

　特区において、特定法人貸付事業により農業生産法
人以外の法人が農地を借り受ける場合、農地法第20
条に規定する「都道府県知事の許可を受けなければ、
賃貸借の更新をしない旨の通知をしてはならない」との
規定については適用しない。

　特区内において特例事業の推進を妨げる
要因の一つとして、農地所有者が農地を貸
すことに対して抵抗感を持っていることが挙
げられる。これは、現行の農地法における
農地の貸し借り制度が硬直的であり、一度
農地を貸すと、なかなか返して貰えないと
の意識が強いからである。特に、特定法人
貸付事業のように農地の利用者が法人の
場合では、なおさら、その意識は強くなる。
そのため、特例事業に取り組みやすいよう
に規制の特例を設け、構造改革特区本来
の目的である地域の活性化を図る。

　農地法は賃借人の生計を保護する観
点から、賃借権を設定した場合、その解
除要件を限定している。そのため、農業
者同士の賃貸借においては農業経営基
盤強化促進法に基づく利用権設定によ
る場合がほとんどである。今回特区によ
り認められた特定法人貸付事業は農地
法に基づく賃貸借となっており、特区を推
進していく上で解除要件の限定を理由と
して農地所有者が法人に農地を貸すこと
に抵抗がある事例が多い。そのため、双
方が事業に取り組みやすいように、農地
法の賃貸借の解除要件に規制の特例を
設け、構造改革特区本来の目的である
地域の活性化を図る。

兵庫
県

神戸市
人と自然と
の共生ゾー
ン特区

　特区内における企業等の農業参入を妨げ
る要因の一つとして、農地所有者が農地を
貸すことに対して抵抗感を持っていることが
挙げられる。これは、現行の農地法における
農地の貸し借り制度が硬直的であり、一度
農地を貸すと、なかなか返して貰えないとの
意識が強いからである。特に、特定法人貸
付事業のように農地の利用者が法人の場合
では、なおさら、その意識は強くなる。そのた
め、農地の貸主側が、特例事業に取り組み
やすいように規制の特例を設け、構造改革
特区本来の目的である地域の活性化を図
る。
　また、神戸市内で生産されたブドウを原料
としてホイリゲ（濁りワイン：現在は販売が認
められていない）を製造し、収穫祭として市
内のレストランで提供する。
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1097 1097010
都市農業におけ
る市民参加型経
営

農地所有者の指導により、一般市民を世帯員と同様の
位置づけ、土地所有者と共に農業経営ができるよう、
農地法第２条第６項（世帯員の定義）についての拡大
解釈を提案する。拡大部分として、農業従事者の指導
によりある一定期間農作業に従事し、農業委員会の認
定を受けた者は、準世帯員とし、農業従事者の許可に
より農地における一連の農作業の権限が与えられ、準
世帯員が耕作した土地についても農地とみなす。これ
により、準世帯員による農業経営のサポートが可能と
なり、農業従事者の負担を軽減し、地域に一定の割合
で農地、農業を残すことができる。

生産緑地内で行われる体験農園は、農業
経営の一環として、農地所有者が市民に技
術指導や作付指導を行うこと等を要件とさ
れているが、この指導について、一人で行
うことは大変難しい。その為、準世帯員を農
業従事者と認めることで都市における農地
運営をサポートする。

東京
都

稲城市
都市農業に
おける市民
参加型経営

農地法第２条第６項（世帯員の定義）を改正
し、農業従事者の指導によりある一定期間
農作業に従事した市民を、農業委員会の認
定により農家とみなし、かつその農地におけ
る世帯員と同等とみなし農業経営に参加す
ることを可能とする。これにより、農業従事者
の負担を軽減し、地域に一定の割合で農
地、農業を残すことができる。

1152 1152010

特定知的障害
者授産施設の
指定要件の拡
大

知的障害者授産施設の指定を受けることのできる団体
は、地方公共団体又は社会福祉法人に限定されてい
るところ、適正な運営がなされると認められる場合は、
厚生農業協同組合連合会が指定を受けられることを可
能とする。

医療を行う厚生農業協同組合が組合員及
び地域福祉増進の観点から、知的障害者
（通所）授産施設を支援費制度の下で行う
ことにより、医療と福祉が一体となった運営
が行われることとなる。
特に本町のような過疎地では、病院は地域
の拠点施設であり、病院が福祉事業を行う
ことにより、新たな地域づくりが進むことが
見込まれ、より一層の地域福祉の増進が図
られる。

厚生連の所有する診療所の空き病床を
利用して知的障害者通所授産施設を運
営することは、現行は地方公共団体か既
存社会福祉法人しかできないこととなっ
ている。
しかし、所有者である厚生連が直接、授
産施設事業を行うことのほうが、医療と
福祉の連携を深めた地域福祉を実践す
るためにはより有益である。
対象者が少数散在の本地域において
は、知的障害者の支援事業者は町村社
協が一部を担っているのみで、社会福祉
法人の開設意欲のある者がいないた
め、在宅障害者のケアマネジメントに苦
慮しており、医療に実績のある厚生連が
支援費事業者となることは、授産事業の
円滑な運営や事業の継続性、重度者に
対する医療との連携の上から極めて意
義深く重要である。
よって、厚生連が知的障害者授産施設
の指定を受けられることができるよう、規
制を緩和していただきたい。

長野
県

長野県小
海町

医療と福祉
連携特区

小海町は長野県の東部に位置し、人口5918
人の法指定の過疎の町です。町を含む郡内
に障害者の通所支援事業所がないため、ケ
アマネジメントに支障をきたしています。ま
た、当地域は知的障害者が散在しているた
め、社会福祉法人による利用施設の開設が
望めません。そこで、町内にある厚生連が運
営する診療所の空病床を転換して、支援費
対象事業所として通所授産施設を開設した
いが、現行では厚生連は指定を受けられな
いため、指定を受けられるよう規制を緩和す
る。これにより、厚生連が医療と一体となっ
て障害者福祉施設を運営することとなり、医
療と福祉が連携した新たな地域づくりが行わ
れ、一層の地域福祉の増進が図られることと
なります



 10 農林水産省

構想(プロ
ジェクト)
管理番号

規制特例提
案事項管理
番号

規制の特例事
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都道
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構想(プロ
ジェクト)
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1197 1197010

旧農業者年金
基金経営移譲
金受給者が後
継者に使用収
益権を設定して
いる農地での企
業の農業経営
参入にかかる特
例措置

　農業者の子供等に農地の使用収益権を移転し、農業
者が経営移譲年金（独立行政法人農業者年金基金法
（平成１４年法律第１２７号）附則第６条の規定により平
成１３年農業年金改正法による改正前の農業者年金
基金法（昭和４５年法律第７８号。以下「旧法」という。）
第４１条に定める経営移譲年金をいう。以下同じ。）を
受給している農地において、特区制度を活用し特定法
人が農業に参入する手続きの一環として、元農業者が
子供等から当該農地の返還を受けても、経営移譲年
金の支給が停止されないこととする。

　農業者の子供等に農地の使用収益権を
移転し、農業者が経営移譲年金を受給して
いる農地において、特区制度を活用し特定
法人が農業に参入する手続きの一環とし
て、元農業者が子供等から当該農地の返
還を受けても、経営移譲年金の支給が停止
されない措置を講ずることにより農地の賃
貸料の低減を図り、特定法人の農業経営
参入を促進する。

　青森県では、「津軽・生命科学活用食料特区」を
設定して、農地の有効活用と民間活力を利用した
地域の活性化を図ることとし、特定法人の農業経
営参入を促進している。
 一方、特区においては、農業者の高齢化に伴い、
農業者の子供等に農地の使用収益権を移転し、
経営移譲年金を受給している事例が数多く存在す
る。
　当該事例の農地において特区制度を活用し特
定法人が農業に参入する場合、農地は、子供等
から一旦農業者に返還され、市町村等を経由して
特定法人に貸し付けられることになるが、元農業
者が子供等から当該農地の返還を受ければ、旧
法第４６条第２項第３号の規定により経営移譲年
金の支給が停止される。この結果、農地の賃貸料
は、経営移譲年金相当額が加算され割高となり、
特定法人の農業農業経営参入に支障を来すこと
になる。
　また、特区制度を活用し地方公共団体及び農協
以外の者が市民農園を開設する場合、一定の要
件に適合すれば、農業者が子供等から農地の返
還を受けても、経営移譲年金の支給が停止されな
いことから、制度の均衡を図る必要がある。

青森
県

青森県
津軽・生命
科学活用食
料特区構想

　農業者の子供等に農地の使用収益権を移
転し、農業者は経営移譲年金を受給してい
る農地において、特区制度を活用し企業が
農業に参入する手続きの一環として、農業
者が子供等から農地の返還を受けても、経
営移譲年金の支給が停止されない措置を講
ずる必要がある。
　特区制度を活用し地方公共団体及び農協
以外の者が市民農園を開設する場合、一定
の要件に適合すれば、農業者が子供等から
農地の返還を受けても、経営移譲年金の支
給が停止されないことと同様に、制度の均衡
を図る必要がある。（旧法第４６条第２項第３
号、旧法施行令第１２条の２第１号チ、旧法
施行規則第３５条の２４、第３５条の２５及び
第３５条の２６参照）。

1214 1214010 農地の権利移
動の緩和

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法
律及び構造改革特別区域法において、農地の使用貸
借又は賃借に関して、面積、期間及び貸付け主体を緩
和するものである。

優良田園住宅（町の基本方針で最低敷地
を５００㎡と定めている）の建設にあたって
は、周辺の農地等を開発区域に含めて、各
居住者の家庭菜園として利用することを予
定している。面積１０ａ未満、期間５年以内
の規制にかかわらず、また農地所有者と各
居住者（農地を所有していない者）の間で
直接、使用貸借又は賃借が可能となること
により、優良田園住宅の円滑かつ迅速な実
現が図られる。

本提案によって農地の貸付けに関して面積及び
期間の規制がなくなることにより、各居住者及び農
地所有者の希望する条件に合う可能性が高くな
る。
また、農地所有者と各居住者の間で直接、使用貸
借又は賃借ができることにより、農作物の栽培方
法に関する指導や農機具の貸し借り等を通してコ
ミュニティが形成される可能性が高まり、農地所有
者と各居住者の間での信頼関係を築くことが可能
となる。
以上のことから、事業性が高まることとなり、ゆとり
のある優良田園住宅建設の建設が促進される。
なお、現行制度では、本提案のような優良田園住
宅を実現するには、家庭菜園部分においても農地
転用して居住者へ権利移動する等の手法がある
が、その場合、将来にわたって現況農地のまま残
る可能性は少なくなる。よって、本提案により遊休
農地が現況のままで家庭菜園として有効活用され
ることで、農地所有者の事業に対する理解も得や
すくなり、ゆとりのある居住環境が将来にわたって
も確保され、さらに実質的な開発区域を抑えること
が可能となり開発コストも削減される等、事業の実
現性がより高まるものと考えている。

福岡
県

福岡県糸
島郡志摩
町

志摩町田園
居住のまち
づくり構想

志摩町は、豊かな自然が数多く残された田
園景観のふさわしい町で、現在、「志摩町田
園居住のまちづくり構想」に基づき、田園風
景につつまれたゆとりのある優良田園住宅
地を確保し、優良田園住宅の建設の促進に
関する法律による優良田園住宅の建設を進
めているところである。
想定している住宅地は、現在耕作されていな
いみかん園、畑等を含む丘陵地等であり、既
存の樹木、現況の農地等をできる限り残した
ゆとりのある敷地を確保し、居住者が家庭菜
園等として活用することを予定していること
から、構造改革特区の指定により、農地の
権利移動に関して緩和を行うことによって円
滑かつ迅速に構想実現を図るものである。



 10 農林水産省

構想(プロ
ジェクト)
管理番号

規制特例提
案事項管理
番号

規制の特例事
項（事項名） 規制の特例事項の内容 具体的事業の実施内容 （再）提案理由

都道
府県
名

提案主
体名

構想(プロ
ジェクト)
の名称

提案概要

1047 1047040
汚水処理施設
整備事業積算
基準の統一

汚水処理施設整備事業の積算には、事業の種類に応
じて国土交通省、農林水産省、厚生労働省それぞれの
基準があるため、これを統一する。

国土交通省、農林水産省、厚生労働省の
積算基準を統一することにより、設計積算
業務を人的・事務的に効率化を図る。

愛知
県

豊橋市
とよはし行
政サービス
アップ構想

市民に必要な行政サービスを自らの責任で
判断し、市民満足度を高めた行政サービス
の提供に努めることを主目的とする。そこ
で、健全で効率的な自治体運営を行うため、
費用対効果を高め、PFI事業などによる「行
政運営の効率化」「適切な市民サービス」、
情報を共有することによる「市民との協働」、
地域活性化による増収はもとより、滞納地方
税の回収促進を含めた「財源の確保」といっ
た複合的な取組みを進め、雇用の創出、効
率的な行政サービスの提供等により地域の
活性化を促進する。

1049 1049020
農業振興地域
の迅速かつ柔
軟な変更

地方自治法にいう基本構想いわゆる総合計画及び、
新市建設計画に即した指定の実現加えて、現行の粗
雑な指定の清算

地域の実態に即し、また将来にわたって農
業が行なわれることが確実な区域、並びに
自然的土地利用のみならず、野菜工場とで
もいうべき新たな農業が展開される区域を
視野に収めることにより、今以上にキメ細
かく丁寧な農業振興策を講じることができ
る。

大分
県

高橋良治
「県央都市
計画青白特
区」構想

国と地方及び官民のいわば十字路に立つ市
町村が、国や官が定める根幹的な行政計画
と地方や民が定めるまちづくり計画の整合と
調和を通して、キャッチアップや横並び的で
はない自律的な都市計画行政を展開しよう
というもの。国土法に基づく五地域区分をは
じめとする土地利用計画とこれによる重層的
な地域指定を規制や制限の手段ではなく地
域の活性化や魅力づくりの道具として専ら創
造的に活用することを意図するとともに、全
域計画と地域計画あるいはマスタープランと
詳細計画といった計画間にある相補的な関
係をその作成主体の連携にまで発展させて
「国と地方及び官と民は上下主従ではなく対
等協力のパートナーである」ことを実践する
試みである。
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1169 1169010
農地法における
農地転用許可
基準の緩和

現在、協定区域内にわたる隣接の一団の土地につい
て第二期事業を推進しておりますが、新市では農村工
業等導入促進法の人口要件から計画拡大の適用が困
難であり、用途無指定の当該区域に関しては新市全体
の検討が加わることにより、事業化に長期間を要する
と予想されます。第一期事業の実施には民法３４条規
定の地方公共団体出資法人による農村工業等導入地
区内において団地造成のみの事業として農地転用許
可を頂きました。これに対し農村工業導入促進法の適
用区域外においても、掛川市生涯学習まちづくり土地
条例に基づく特別協定区域内に限り、当該公益法人に
も団地造成のみを目的とした事業に対して農地転用許
可を頂く事が出来れば、早期事業化と財政リスクの軽
減ができ、安定税収確保と地元雇用の確保が可能とな
る工業団地整備の実現が可能となり、ひいては豊かな
地域社会と地方の自立を図ることが出来ます。

新エコポリス第２期工事推進計画（概要）
事 業 名　　新エコポリス第２期工事
事業主体　　掛川市開発公社
事業規模　　19.5ha
事業期間　　平成17年度～平成22年度

現在、協定区域内にわたる隣接の一団
の土地について第二期事業を推進して
おりますが、新市では農村工業等導入促
進法の人口要件から計画拡大の適用が
困難で、新市全体の用途指定検討が加
わることで、事業化に長期間を要すると
予想されます。現在は民法３４条規定の
地方公共団体出資法人に農村工業等導
入地区内において団地造成のみを目的
の事業に農地転用許可が与えられま
す。これに対し農村工業導入促進法の
適用区域外においても、掛川市生涯学
習まちづくり土地条例に基づく特別協定
区域内に限り当該公益法人にも団地造
成のみを目的とした事業に対して農地転
用許可が頂く事が出来れば、早期事業
化と財政リスク軽減する事もでき、安定
税収確保と地元雇用の確保が可能とな
る工業団地整備の実現が可能となり、ひ
いては豊かな地域社会と地方の自立を
図ることが出来ます。

静岡
県

静岡県掛
川市

生涯学習土
地条例特区

掛川市生涯学習まちづくり土地条例に基づ
き指定された満水・東山口地区の特別協定
区域において、地域住民主体に策定された
まちづくり計画を実現するため、これまでに
市は、農村地域工業等導入促進法にもとづ
く農工計画を策定し、掛川市全額出資の公
益法人を事業主体に新エコポリス工業団地
の造成事業を実施しております。今後さらに
まちづくり計画を推進し、雇用の場の確保と
掛川市の自立を目指し、第二期の工業団地
を推進しております。 この市条例にもとづく
特別計画協定区域内に限り、地方公共団体
出資の民法３４条法人による団地造成工事
を目的とした事業に対し、農地転用許可基
準の緩和について提案します。

1170 1170010

農村地域工業
等導入促進法
における農村地
域要件の緩和

　掛川市における新エコポリス工業団地は、農村地域
工業等導入促進法に基づく農工計画を平成12年度に
策定し、掛川市全額出資の公益法人を事業主体として
実施し、現在までに１期工事に概ね目処がつき、17年
度より２期工事に着手したいと考えておりますが、平成
17年４月の市町村合併により当市の人口は８万人から
11万人になり、当該法令において農村地域としての要
件（人口10万人以下、人口増加率全国平均以下、第２
次産業就業者比率全国平均以下）を満たさなくなりま
す。
本計画は、当市が国からの自立を目的とした自主財源
確保施策のひとつであり、また工業団地計画を推進す
ることによる新たな雇用の創出と地域経済の活性化を
図るものでもあるため、当該法令における農村地域要
件（人口、人口増加率または第２次産業就業者比率）
に対し、市町村合併による新市人口認定要件の緩和
若しくは経過的措置について提案するものです。

新エコポリス第２期工事推進計画（概要）
事 業 名　　新エコポリス第２期工事
事業主体　　掛川市開発公社
事業規模　　19.5ha
事業期間　　平成17年度～平成22年度

　市町村合併により、新市人口規模が要
件を上まわるとしても、社会基盤や農業
基盤等旧市の構造そのものに大きな変
化を伴うものではなく、もともと農村地域
であった自治体が合併により人口増加を
来すことになったのが実情であります。
当市では、安定財源の確保と地元雇用
の創出が可能となる工業団地整備を早
期に実施したいため、当該法令における
人口要件等を緩和、若しくは経過的措置
として救済をお願いするものです。

静岡
県

静岡県掛
川市

農村工業早
期着手特区

　掛川市における新エコポリス工業団地実施
計画は、当市が国からの自立を目的とした
自主財源確保施策のひとつであり、また新
たな雇用の創出と地域経済の活性化を図る
ものでもあるため、当該法令における農村地
域要件（人口、人口増加率または第２次産業
就業者比率）に対し、市町村合併による新市
人口認定要件の緩和若しくは経過的措置に
ついて提案するものです。



 10 農林水産省
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1095 1095020
林地開発許可
申請手続きの簡
素化

 4000ｍ滑走路の建設

　島の入植者が転出して以来、森林の増
殖が進みジャングルと化している。伐採
を計画するたびに林地開発許可申請を
行っており、申請期間は作業を行なうこと
ができないので、申請手続きの簡素化を
求める。

鹿児
島県

民間企業
馬毛島飛行
場特区構想

鹿児島県では、種子島の西約13kmにある馬
毛島において完全再使用型宇宙往還機着
陸場の誘致運動を進めている。この宇宙往
還機着陸場としての4000ｍ滑走路の建設
は、当島の約99％以上を所有する民間企業
が建設した1200ｍ滑走路を延長することによ
り可能である。またさらに、近年におけるアジ
アの経済成長により、地理的・社会条件など
の観点から、この滑走路は空港として最適で
あり、わが国とアジアの流通機構、県下の雇
用・流通機構の高度化に貢献することが期
待される。よってここに、画期的な民間飛行
場特区として申請するものであり、これによ
り、馬毛島を最大限に活用し、雇用、離島開
発等の地域経済の発展と地域の活性化を図
る。

1149 1149010 森林組合の農
業経営の実施

森林組合が行うことのできる事業の種類の拡大

金沢市の中山間地域にある新保町は、水
稲やタケノコ、野菜の生産を行っているが、
最近、高齢化や不在村地主の増加が進行
し、農地や森林の荒廃が進みつつある。こ
の地区は、平成１６年に「森づくり条例」に
基づき、市と「ふるさとの森づくり協定」を締
結し、森林組合と連携しながら、地域の森
林整備を推進していることとしているが、高
齢化等により自ら農林業の経営を行うこと
が困難になっいる。これらの組合員の要望
により、金沢市森林組合が、森林の整備に
併せ、放置竹林や遊休農地等を利用し、タ
ケノコ等の加賀野菜の生産を行おうとする
ものである。近年、林業採算性の低下や針
葉樹の新植の打切り等により、森林施業面
積が減少し、経営基盤の脆弱化が心配さ
れる当組合において、農業経営など新たな
仕事を行うことにより収益を得ることは、作
業員の安定雇用や森林施業面積の確保に
よる経営の安定に繋がり、それに伴い組合
員へのサービス向上や適正な森林整備に
よる公益的機能の維持が可能となる。

　第２次、第５次提案時の農林水産省の回答で
は、「森林組合は、森林所有者の協同組織として、
森林の保続培養及び森林生産力の増進を図ると
いう公益を目的とする法人であり、組合員に対す
る直接的な奉仕として事業活動を行い、サービス
を提供するものであり農業経営を行うことは適当
でない。また、農業経営を行うと、森林組合の経営
基盤に与える影響は大きく、本来果たすべき森林
の適正な管理という公益的な機能発揮に支障を来
すおそれがある。森林組合が農作業を受託し農業
に参画することは、現行法でも可能である。」として
いる。
　しかし、近年森林組合は、林業採算性の悪化
や、針葉樹の新植の打切りなどにより、森林施業
面積が減少しており、経営基盤が脆弱になりつつ
ある。一方、農業者でもある組合員は、不在村化
や高齢化が進み、自ら農業経営・林業経営ができ
なくなってきているので、農山村に精通した森林組
合に、集落ごとに森林・農地を包括した管理を希
望する声が大きくなってきている。
　こういう状況から、森林組合が、安定的雇用の確
保及び森林施業受託面積の確保により経営の安
定を図るためには、農業経営など新たな仕事の開
拓が必要であり、また、そうすることが組合員農
家、森林組合の双方にとって利益のあるものとな
る。
　適正な森林の管理による公益的な機能の発揮
には、まず、その担い手である森林組合の収益の
向上による安定経営を図ることが重要であり、森
林組合の農業参入は、そのための有効な手段と
なりうると考えられる。

石川
県

石川県金
沢市

金沢伝統的
加賀野菜生
産特区

金沢市の中山間地域は、過疎・高齢化、不
在地主の増加が進行し、農地・森林の荒廃
が進んでいる。また、森林組合は、林業の低
迷等により、森林施業面積が減少し、経営基
盤が脆弱になりつつある。こうした中、地域
に精通した森林組合に農地と森林・竹林の
包括的な管理を希望する集落が増加してい
る。施業受託面積及び作業員の雇用の安定
的な確保により経営の安定を図るため、森
林組合が新たに竹林管理や農業経営を行う
ことは、組合・組合員双方の利益となる。森
林組合が、市場から拡大を求められているタ
ケノコ等の加賀野菜を生産することは、そこ
から得られる収益により経営が安定し、ひい
ては適正な森林の管理にも繋がるものであ
る。
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1167 1167010

森林組合が雇
用する林業従事
者の福利厚生
施設として農地
取得管理（賃
借）を可能とす
る特例措置

森林整備や中山間地域の振興に資すると認められる
場合、総会の特別議決事項（議決権の２／３以上）を条
件に、森林組合が林業従事者の福利厚生施設として
農地取得管理(賃借)の実施を可能とする。（国が所有
面積に一定の上限を定める。）
なお、福利厚生施設としての農地取得管理の内容は、
森林組合が農業経営を実施するものではなく、森林組
合に雇用される林業従事者が自主的に地域振興の担
い手としてのスキルアップに利用する施設とする。

和歌山県では、平成１５年４月に「新ふるさと創り特
区」として構造改革特別区域計画の認定を受け、過
疎化高齢化の進展が著しい中山間地域を「緑のＩター
ン促進エリア」として、都市から地方への人口の逆流
動を目標に、森林整備など環境保全で新たな雇用を
創出する緑の雇用事業に取組、現在、３２９人のＩター
ン者の定住を実現しています。
このＩターン者の雇用を担う森林組合では、木材価格
の低迷など森林整備を取り巻く厳しい諸情勢の中、
担い手の仕事量の確保に向けた様々な事業拡大を
検討していますが、森林作業の受託を基本とした事
業形態のため、その季節労働性によりＩターン者の通
年生計維持の機会確保に非常に苦慮している状況
が見受けられます。
このため、森林組合が Ｉターンの担い手を中心に林業
従事者の福利厚生施設として農地を取得管理し、こ
の施設を林業従事者が個々のスキルアップに活用す
ることで、山村過疎地域における新たな農作業コント
ラクターの形成を促す事業を実施する。この事業展開
により、森林組合に雇用される Ｉターン者の定着が確
保されるだけでなく、地域集落における農地管理や農
山村の景観保全の担い手育成が期待される。

和歌
山県

和歌山県
（現　新ふる
さと創り特区
計画）

和歌山県では、平成15年4月21日に認定さ
れた「新ふるさと創り特区計画」の「緑のＩター
ン促進エリア」において、森林の整備等の環
境保全による新たな雇用を推進する緑の雇
用事業に取組み、現在、都市からの329人の
Ｉターン定住を実現しています。（人口の逆流
動の目標達成。）
このIターン者の定着をさらに、より確実にし
て、農地や農山村の景観を管理する担い手
の育成確保に繋げ、都市と地方の共感に満
ちた地域コミュニティの維持発展を図ることを
目的に、地域でIターン者の雇用を担う森林
組合が雇用者の福利厚生施設として農地取
得管理(賃借)することを可能にして、山村過
疎地域における新たな農作業コントラクター
の形成を促す。

1041 1041010

壱岐島における
イルカ（小型鯨
類）捕獲禁止の
解除

イルカ（小型鯨類）を対象とする漁業は、「指定漁業の
許可及び取締り等に関する省令」により原則禁止と
なっている。ただし、水産庁が定める「小型鯨類資源管
理方針」による都道府県別鯨種別捕獲枠に基づき、都
道府県知事の許可を受けた場合にのみイルカ漁業を
営むことができるようになっている。しかしながら現在、
長崎県には捕獲枠がなく、地元漁業協同組合が数年
にわたり長崎県を通じて水産庁に捕獲枠の確保の働き
かけを行っているが、資源量の不明等の理由から今も
なお捕獲が認められていない状況である。また、漁業
によらず試験研究等その他特別の事由により農林水
産大臣の許可を受けた場合は捕獲が可能となるが、こ
れも同様に捕獲できない状況である。よって、壱岐島に
おけるイルカの捕獲禁止の解除を提案するものであ
る。

壱岐市勝本町のイルカパークのイルカの減
少と老化が進んでいることから、イルカを新
たに当該施設に補充するため、壱岐島にお
けるイルカの捕獲禁止の解除を特区として
実施することを要望する。

壱岐市は現在、豊かな自然を活かした観
光地づくりと都市と島の共生・対流による
地域活性化を目指している。その観光地
のひとつである市内勝本町のイルカパー
クは、観覧用の浮桟橋を備え、直接触れ
たりエサを与えるなどイルカとのふれあ
いを楽しむことができるが、イルカの捕獲
の規制等により補充ができず、イルカが
減少し既存のイルカも老化が進んできて
いる。訪れる観光客も年々減少傾向にあ
り、施設の存続が危惧されている状況と
なっているため、イルカの捕獲に関わる
規制の特例措置を導入することにより、
当該施設にイルカを補充することで、より
充実した魅力ある観光の拠点として再生
し、交流人口の拡大と地域経済の活性
化を図るため提案するものである。

長崎
県

長崎県壱
岐市

イルカと遊
ぶ地域づくり
特区

壱岐市は現在、豊かな自然を活かした観光
地づくりと都市と島の共生・対流による地域
活性化を目指している。その観光地のひとつ
である市内勝本町のイルカパークは、観覧
用の浮桟橋を備え、直接触れたりエサを与
えるなどイルカとのふれあいを楽しむことが
できるが、イルカの捕獲の規制等により補充
ができず、イルカが減少し既存のイルカも老
化が進んできている。訪れる観光客も年々
減少傾向にあり、施設の存続が危惧されて
いる状況となっているため、イルカの捕獲に
関わる規制の特例措置を導入することによ
り、当該施設にイルカを補充することで、より
充実した魅力ある観光の拠点として再生し、
交流人口の拡大と地域経済の活性化を図る
ものである。
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1133 1133010
漁業生産組合
が実施できる事
業内容の拡大

水産業協同組合法における漁業生産組合に認められ
ている事業（漁業生産組合は、自ら採捕又は養殖した
漁獲物を販売、あるいはこれを加工して売ることはでき
るが、これ以外はできない）の範囲の拡大で、具体的に
は漁業生産組合が自ら営む定置網漁業を対象として、
新たに体験漁業又は観光（見学）漁業事業を導入実施
するための規制緩和措置。

■漁業生産組合が自ら営む定置網漁業の
生産販売活動の効果的な実施等を図るた
め、体験漁業を行う場合には「遊漁船業の
適正化に関する法律」に基づく「遊漁船業
登録業者」に、また、観光（見学）漁業を行う
場合には「海上運送法」の「届出事業者」と
なり実施する。
■なお、これらの事業は、自らが営む漁業
に付帯する事業として位置付けるものであ
る。
■特区導入を通じて、一般国民の漁業へ
の理解が深まるとともに、生産者の顔が見
える漁獲物の効果的な販売を実現する。
■また、観光業者等とも連携して事業を行
うことにより、地元での観光振興や地域の
活性化等を図る。

■現状において、漁業生産組合は、漁業
生産以外の事業を行うことができないと
水産業協同組合法で規定されているた
め、自らが事業主体となって漁業体験等
の取り組みを実施することができない。
■府内のある漁業生産組合では、地元
観光業者と連携の上で、定置網体験漁
業の導入に向けて検討を行ったが、本規
制の問題があり、実現には至らなかっ
た。
■魚価の低迷等漁業経営が厳しい状況
の中で生産組合の経営安定のため事業
の多角化が必要である。

京都
府

京都府
海業推進構
想

京都府では、消費者に海や漁業への理解を
深めてもらい、都市と漁村の交流や漁村地
域の活性化を図るため、漁業の体験や見学
などいわゆる「海業」を推進している。一方、
京都府内には、大型定置網を営む漁業生産
組合が計６組合あるが、漁業生産組合には
水産業協同組合法上の制約があり、体験漁
業や漁業見学などの事業が実施できない状
況にある。そこで、特区制度を導入し、漁業
生産組合においても体験漁業などの「海業」
に取り組み、消費者の漁業等に対する理解
を深め、都市と漁村の交流を推進し、地域の
総合的な振興を図る。

1162 1162010
漁港用地の無
償利用又は買
収の可能化

補助事業者等は、補助事業等により取得した政令で定
める財産（不動産等）を、各省各庁の長の承認を受け
ずに、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡
し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

使用頻度が低い漁港用地を民間事業者が
民間のノウハウを活かし、将来的に用途に
とらわれずに高度に活用し、漁港の活性化
に資する事業を展開することを可能にする
ため、補助事業等により取得した漁港用地
について、利用目的が漁港の活性化に資
するものであり、その利用計画を管理者が
承認した場合について、漁港用地の必要な
部分について、使用期間の借地料を無料、
または民間事業者が特に希望する場合に
おいては、有償譲渡することを可能にする
もの。

漁港用地は、漁港の活性化に資すると
考えられる事業であっても、用途等が明
確に示され、民間事業者が自由な事業
を展開することができない。本県の離島
地域の漁港は、漁獲量の減少、漁業者
数の減少などにより、使用頻度の低い土
地が発生してきている場所もある。これら
を漁協など民間事業者が自由な発想に
より、漁港の活性化に資する土地利用を
行うことが可能となれば、離島地域の活
性化の起爆剤となりうるものであると考
え提案を行うものでる。

長崎
県

上五島町
漁業協同
組合

上五島水産
業活性化プ
ラン

水産業に頼ってきた当地域において、新たな
産業への転換は急務である。新たな雇用の
創出は困難なため、既存の産業である水産
業を活性化させる方策を検討することとし
た。
　用途が制限され、活用頻度の低い土地が
ある漁港において、土地を無償で借り受けも
しくは買収が可能となるように提案を行い、
また、漁業従事者の減少により遊休の漁船
が増加しているこれらを一般の人にも使用が
可能になることにより、新規就業者の増加や
漁船を活用したマリンレジャーの開拓などが
期待される。
　さらに、現在漁協が所有する遊休資機材を
活用した経済事業を製塩事業・廃棄物運搬
業等により雇用を創出し、また、漁協が経営
基盤を確立することにより、地域の活性化に
繋がるものと考えるものである。
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項（事項名） 規制の特例事項の内容 具体的事業の実施内容 （再）提案理由

都道
府県
名

提案主
体名

構想(プロ
ジェクト)
の名称

提案概要

1162 1162020

遊休漁船のリー
ス事業の可能
性や遊休資機
材を活用した事
業の創出により
経営基盤の安
定と雇用の創出

水産漁業組合法に規定されている、組合においてでき
る事業の範囲は規定されており、組合員以外に組合員
の漁船をリースする事業や組合が営む事業は認めら
れていないか、制限がありできない。

漁業者の減少により生じた、漁協組合員の
所有する遊休漁船については、漁協組合
員以外の一般人にリースすることは出来な
いこととされている。しかしながら、これらを
活用して、新たな漁業参入予定者にリース
を行ったり、マリンレジャーの開拓や製塩事
業・運搬事業等の実施が制約や規制が緩
和されることにより、組合経営の安定や地
域における水産基盤の強化、さらには漁業
後継者の育成などにも繋げていくもので
す。

漁協の組合員の所有する漁船は、何ら
かの活用を考慮しても、組合員の利用に
限定される。このため、漁協が自由に活
用しようとしても、出来ない。本県の離島
地域においては、漁業者数の減少など
により、遊休の漁船を抱える漁協が少な
くない。これらを自由な発想により、活性
化に資する活用を行うことが可能となれ
ば、離島地域の活性化の起爆剤となりう
るものであると考え提案を行うものでる。

長崎
県

上五島町
漁業協同
組合

上五島水産
業活性化プ
ラン

水産業に頼ってきた当地域において、新たな
産業への転換は急務である。新たな雇用の
創出は困難なため、既存の産業である水産
業を活性化させる方策を検討することとし
た。
　用途が制限され、活用頻度の低い土地が
ある漁港において、土地を無償で借り受けも
しくは買収が可能となるように提案を行い、
また、漁業従事者の減少により遊休の漁船
が増加しているこれらを一般の人にも使用が
可能になることにより、新規就業者の増加や
漁船を活用したマリンレジャーの開拓などが
期待される。
　さらに、現在漁協が所有する遊休資機材を
活用した経済事業を製塩事業・廃棄物運搬
業等により雇用を創出し、また、漁協が経営
基盤を確立することにより、地域の活性化に
繋がるものと考えるものである。

1189 1189010

「たら」輸入割当
に関する申請者
の資格要件の
緩和

毎年度示される、「たら」の輸入割当の申請者の資格
要件中、一の輸入契約が２０トン以上という、要件を緩
和する

「たら」は国内でも弁当、仕出しなど外食産
業で需要が高いが、資源が除々に減少しま
とまった漁獲量が無い為「輸入契約２０トン
以上」という要件をクリアすることが難しく、
輸入枠を有効に活用していない。そこで資
格要件を緩和することで中小の輸入業者が
市場に参入し、市場の価格の独占を防ぎ、
市場が自由化・活性化する。

現在「たら」の資源は減少しまとまった漁
獲量がない上、実績のある商社へ資源
の売買が限定されており、中小輸入業者
への輸出案内は２～３トンレベルにとど
まり、新規参入は全く困難な状況になっ
ている。

 
兵庫
県

　　有限
会社
フュー
チャー
フィッシュ
　　社団
法人　中
国地域
ニュービ
ジネス協
議会

「たら」の輸
入割当申請
数量の緩和

「たら」の輸入割当申請数量の緩和


